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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    提出会社の状況

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期
決算年月 平成18年10月平成19年10月平成20年10月平成21年10月平成22年10月

売上高（千円） 4,467,3474,462,9674,079,6892,098,4322,309,936

経常利益又は経常損失（△）（千円） 1,276,6991,112,974653,307△234,997220,812

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
752,564638,361351,624△280,286132,458

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 1,500,0001,500,0001,500,0001,500,0001,500,000

発行済株式総数（千株） 7,780 15,560 15,560 15,560 15,560

純資産額（千円） 6,070,8796,014,4855,610,1344,907,3104,890,018

総資産額（千円） 7,188,2386,936,6206,412,0135,432,6535,508,378

１株当たり純資産額（円） 780.32 414.46 419.53 385.49 388.31

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)（円）

10.0

(5.0)

13.0

(5.0)

14.0

(7.0)

12.0

(7.0)

10.0

(5.0)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当

期純損失（△）（円）
96.73 41.61 25.00 △21.50 10.46

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 84.5 86.7 87.5 90.3 88.8

自己資本利益率（％） 13.1 10.6 6.0 － 2.7

株価収益率（倍） 29.6 12.5 15.4 － 25.5

配当性向（％） 10.3 31.2 56.0 － 95.6

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
802,020373,663423,281△353,797210,315

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△2,576,663△453,828△39,053 801,575△249,783

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△58,309△706,098△757,798△406,905△169,094

現金及び現金同等物の期末残高（千円） 1,579,252792,988419,417460,290251,728

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

163

(17)

190

(12)

195

(14)

175

(8)

144

(8)

（注）１. 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．関係会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

５．第32期事業年度は、当期純損失が計上されているため、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向を記載

しておりません。

６．平成17年12月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。

７．平成18年11月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。
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２【沿革】

当社は、昭和51年に中井清和が、実鷹企画の名称で総合広告代理業を創業したのに始まり、昭和52年11月に株式会社

実鷹企画を設立、今日に至っております。設立後から現在までの沿革は次のとおりであります。

年月 沿革

昭和52年11月大阪市北区に株式会社実鷹企画（現　当社）を設立

昭和56年11月「学生就職情報センター」部門新設、就職情報事業進出

昭和58年３月 就職情報事業に朝日放送株式会社より後援を得る

昭和62年11月SP（セールスプロモーション）部門強化のため、株式会社大毎企画と共同出資で株式会社毎日クリ

エイトを大阪市北区に設立、営業開始

平成元年８月 東京都中央区に東京支社開設

平成２年10月 名古屋市中区に名古屋支社開設

平成３年11月 学生就職情報センターを株式会社に組織変更

平成３年12月 東京支社を東京都港区に移転、東京本部とする

平成６年４月 大阪市西区に本社ビル建設、本社移転

平成７年12月 インターネット就職情報サイト「Ｇ－ＷＡＶＥ（現商品名：学情ナビ）」発信、インターネット事

業へ進出

平成８年７月 大阪営業本部を大阪市北区に移転

中途採用向け合同企業説明会を初開催、中途採用情報部門へ進出

東京本部を東京都中央区に移転

平成10年11月通商産業省（現　経済産業省）所管（財）日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク」使用

許諾事業者に認定

平成11年４月 インターネット転職情報サイト「Career－Japan」発信開始

平成11年７月 労働省（現　厚生労働省）より職業紹介事業許可（有料職業紹介事業）取得

平成12年４月 株式会社学生就職情報センターを吸収合併、商号を株式会社学情に変更

平成12年６月 株式会社毎日クリエイトを100％子会社化

平成12年８月 株式会社毎日クリエイトより営業の一部を譲受け

平成13年９月 株式会社大毎企画より営業の一部を譲受け

平成14年５月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成14年８月 厚生労働省より一般労働者派遣事業許可取得

平成14年８月 大阪市北区に新本社ビル建設、本社及び大阪営業本部を移転

平成15年11月東京都千代田区に東京本部を移転

平成16年７月 京都市下京区に京都支社を開設

平成16年９月 株式会社毎日クリエイトを吸収合併

平成16年９月 横浜市西区に横浜支社を開設

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年９月 東京証券取引所第二部に株式を上場

平成18年10月 東京証券取引所第一部に株式を上場

平成18年10月  ジャスダック証券取引所への上場を廃止

平成20年４月

平成22年４月　

平成22年６月　

平成22年８月　

福岡市博多区に九州支社を開設

東京都港区に東京本部を移転　

九州支社を閉鎖　

横浜支社を閉鎖　
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３【事業の内容】

当社は、就職情報事業を主たる事業としております。その事業内容は、次のとおりであります。

就職情報事業

当社では、大学・短大新卒者並びに第２新卒者等転職希望者に対する企業ＰＲ・情報提供サービス業務及び各種

採用コンサルティング業務、人材紹介・人材派遣・新卒紹介予定派遣業務を行っております。具体的な商品として、

大別して次の４品目があります。

①新卒採用集合品

新卒マーケットにおいて、一定の規模を持った母集団形成は欠くことができません。当社は、合同企業説明会

「就職博」、就職情報誌、インターネット就職情報サイト「学情ナビ」、モバイル（携帯電話）特化型就職情報サ

イト「モバ就」といった商品によって、多くの企業と学生との“出会いの場”を創出しています。

②新卒採用個別品

個々の学生へ向けて、より強いアピールで直接アプローチできるダイレクトメールの制作・発送代行や、電話

によるセミナー参加希望者受付、または、選考途中の学生個々の情報管理など、各企業の採用活動の形態に応じた

オーダーメイドの採用アウトソーシング業務を行っております。

③中途採用商品

第２新卒専門のインターネット転職情報サイト「Re就活」により、即戦力を求める企業と、自己実現を望む転

職希望者の双方の高いニーズに応えることを可能にしています。

④公的分野商品

就職氷河期といわれる厳しい就職環境の中、政府は新卒者の就職を支援するため様々な支援事業を実施してお

ります。当社では経済産業省傘下の全国中小企業団体中央会より６ヵ月間の職場体験（インターンシップ）を通

して企業で働く上で必要な技能・技術・ノウハウ等を習得してもらう事業「新卒者就職応援プロジェクト」を

受託したり、日本商工会議所より大学施設等を活用した合同就職説明会事業「就活キャンパス」を受託するなど

公的機関からの案件受託に注力しております。

事業系統図は、下記のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成22年10月31日現在

部門の名称 従業員数（人）

営業部門 125 （6）

制作部門 11  （1）

管理部門 8 （1）

合計 144 （8）

（注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者は除き、他社からの出向者を含む）であり、（　）はパー

ト・嘱託社員・契約社員数の当事業年度中の平均人員を外数で記載しております。

２．当社従業員は、全ての事業に従事しているため、事業の種類別の従業員を算出することができませんので

上記の表記としております。

３．前事業年度末に比べ従業員数が31名減少しておりますが、その主な理由は自己都合による退職によるも

のであります。 

 平成22年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

144(8) 30歳10ヶ月 7年2ヶ月 3,681,495

（注）１．従業員数は就業人員であり、（　）はパート・嘱託社員・契約社員数を外数で記載しております。

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

（2）労働組合の状況

当社は労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

当事業年度（平成21年11月１日～平成22年10月31日）におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果と上場企業

を中心とした合理化の進展、新興国需要の追い風等があり、利益水準が金融危機前の約70％程度まで回復するなど

徐々に上昇基調をたどりつつありました。その一方で欧州の財政問題や円高とデフレの進行、中国の動向の変調等

により輸出産業を中心に影響を受け、全体としては安定性に欠ける状況で推移しました。

このような経済環境の中、雇用情勢につきましては、完全失業率こそ悪化傾向が続いているものの有効求人倍率

においては回復の兆しが見えはじめ、中途採用分野において企業の採用意欲が徐々に改善しつつあります。しかし

ながら新卒採用については、平成22年10月１日時点での内定率が57.6％と、「就職氷河期」と言われた平成15年の

60.2％を下回り、調査を開始した平成８年以降で最悪を記録するなど、学生にとっては厳しい就職活動を強いられ

る状況となり、来春も少なからず未就職者が発生するのは避けられない情勢となっております。

その結果、当事業年度における売上高は23億９百万円となりました（前期比110.1％）。

なお、当社の主たる事業である「就職情報事業」については、次のとおりであります。

○　就職情報事業

当事業年度（平成21年11月１日～平成22年10月31日）におきましては、企業業績の先行き不安を反映し大卒の採

用意欲が低調な中で推移しました。

このような市場環境のもと、「取引社数増加最優先」、「黒字経営の前提を取り戻そう」、「未知の仕事に取り組

み需要を創造」という全社方針の下、大手から中堅・中小企業にいたるまで、新卒採用のみならず中途採用も含め

たあらゆる採用ニーズを捉え売上の拡大を図るため営業活動を展開してきました。民間企業の採用意欲が減退する

中、事業の大きな柱に育てるべく取組みを始めました公的機関からの人材育成・就職支援事業の受託に全社を挙げ

て注力しました結果、2月には経済産業省傘下の全国中小企業団体中央会より「新卒者就職応援プロジェクト（就

職が決まらないまま平成22年3月に大学等を卒業した未内定者を支援するための大型プロジェクト事業）」という

大型案件の受託に成功し、その後他省庁の公募案件も続々と受託するなど、公的な人材育成・就職支援分野へ本格

進出する足がかりを確立することができました。

なお、このプロジェクトは、後に８月に発表された政府の追加経済対策の柱の一つである「新卒者・若年層に対

する就職支援」の中の重要プロジェクトに取り上げられました。

また、９月には新しい試みへの挑戦として大学生・高校生が自分に合う仕事を見つけ社会人として活躍する力を

育成するという日本の若者のキャリア教育の実践を支援する「社会人力育成支援サイト“シゴトビラ”」をリ

リースし、将来の収益源多様化の布石を打っております。

以上の結果、当事業年度における就職情報事業全体の売上高は21億34百万円となりました（前期比111.6％）。

（2）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて２億８百万円減

少し、２億51百万円となりました（前期比54.7％）。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動の結果、増加した資金は２億10百万円（前期は３億53百万円の減少）となりまし

た。これは主に、税引前当期純利益が生じたことによる資金の増加２億１百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動の結果、減少した資金は２億49百万円（前期は８億１百万円の増加）となりまし

た。これは主に、定期預金の払戻による収入２億円、投資有価証券の取得による支出４億35百万円等によるもので

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動の結果、減少した資金は１億69百万円となりました（前期比41.6％）。これは、自

己株式の取得による支出42百万円、配当金の支払による支出１億27百万円によるものです。

なお「１．業績等の概要」の金額にはいずれも消費税等は含まれておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）販売実績

当事業年度における販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別
当事業年度  

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

前年同期比（％）

就職情報事業（千円） 2,134,600 111.6

 新卒採用集合品（千円） 722,413 62.7

  （就職博）（千円） (447,794) (56.5)

 新卒採用個別品（千円） 1,295,240 232.4

 中途採用商品（千円） 116,947 57.3

その他（千円） 175,336 94.4

合計（千円） 2,309,936 110.1

（注）１．（　）内の数値は内数を記載しております。

２．前事業年度及び当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

相手先

前事業年度
（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

金額（千円）　 割合（％）　 金額（千円）　 割合（％）　

全国中小企業団体中央会 － － 685,859 29.7

（注）前事業年度については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しています。

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

Ａ．当社が属する新卒就職情報業界は、平成20年秋のリーマンショック以降企業の新卒採用意欲が冷え込んだ状態が続

いておりました。今後におきましても新卒人材に対する需要と供給のバランスが均衡のとれた状態に戻るには多少の

時間を要すると考えております。

そのような中、さらなる成長と利益体質の強化を図るため、以下の課題を克服することが重要であると認識してお

ります。

①「公的人材育成・就職支援分野」への営業強化

②「大学就職部支援事業」の市場開拓の推進

③事業のグローバル化を図り、「外国人留学生の採用」等の新規事業に着手

④若手社会人・第2新卒事業の再構築

⑤新商品の開発、事業領域の拡大による売上・利益の増加

⑥人材確保と若手営業社員の早期戦力化

これらの課題を克服するため、全社員の「マーケティング能力」、「問題解決能力」、「柔軟な対応力」等、専門性

を向上させクオリティの高い優秀な人材を育成することが必要不可欠であり、その実現のため経験値を高める施策や

社員教育・研修の充実に努めてまいります。

Ｂ．会社の支配に関する基本方針

当社は、平成20年１月25日開催の第30期当社定時株主総会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます。）を導入しましたが、平成22年12月10日開催の取締役会において、会

社法施行規則第118 条第３号柱書に規定される当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針（以下「基本方針」といいます。）に照らして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ（２））として、旧プランの一部を変更した

上で平成23年１月21日開催の当社第33期定時株主総会における株主の皆様の承認を経て、当社株式の大規模買付行為

に関する対応策を更新いたしました（以下、更新後のプランを「本プラン」といいます。）。

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社株式等に対する大規模買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には、株主の皆様によってなさ

れるべきものと考えております。したがいまして、大規模買付行為につきまして、これを一概に否定するものではあ

りません。しかしながら、突然の大規模買付行為が発生した場合には、株主の皆様に当該行為を受け入れるか否かに

ついて短期間に判断して頂くことになりかねません。

当社は、大規模買付行為を受け入れるか否かの株主の皆様の判断が適切に行われるためには、大規模買付者から

の一方的に提供される情報のみならず、当社取締役会から提供される情報及び評価・意見等も含めた十分な情報が

提供され、大規模買付行為に応じるべきか否を判断して頂くための情報や時間を確保することが不可欠であると考

えております。

２．基本方針の実現に資する特別な取組み

(1) 企業価値向上への取組み

当社は、「私達は、仕事を通して社会のお役に立つ企業づくりを目指します。」という基本理念のもと、総合就職

情報企業として“きめ細かいサービス”“質の高い情報”をタイムリーに提供できるよう全社一丸となり、「学情

ブランドの構築」をテーマに、日々研鑽を続けております。また、事業の展開にあたりましては、以下を基本方針と

しております。

・新卒採用情報から中途採用情報までの一貫した総合就職情報企業を目指す。

・新規顧客の開拓と新商品の開発により売上・利益の拡大を目指す。

・人員の量的及び質的増強を図り、成長のスピードを加速させる。

・サービス・商品・営業手法のすべてにおいてニーズを先取りした差別化戦略を実行する。

・未知の仕事に取り組み需要を創造する。

・社会からの信頼や尊敬を集め、上場企業にふさわしい企業であり続けるべくコーポレート・ガバナンス及びコ

ンプライアンス体制の強化を図る。

また、社会そして市場から信頼される企業であり続けることを目指して、経営基盤のさらなる安定を図り、かつ経

営効率を一層高めていくよう努力を続けてまいります。

今後人材採用市場は、我が国の少子化に伴う「若年労働力不足」という構造的問題により、拡大基調をたどると

予想しておりますが、短期的には景気循環や不特定要因に伴う一時的な人材需要の減少が発生し、業績に影響を与
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える可能性は否定できません。したがいまして、それら不特定要因に備え前述の基本方針に基づき、中長期的に高収

益・高付加価値企業となるべく、就職情報事業での競争力並びに商品力の強化、新市場への進出等に努める所存で

あります。その方策として取り組みを始めたのが、公的機関からの「人材育成・就職支援事業」の受託活動です。こ

れは、平成20年秋のリーマンショック以降急激な景気悪化により、民間企業の人材需要が著しく減少し雇用環境が

悪化する中で、政府による様々な雇用対策が実施されることとなり、公募事業がなされる機会が増加しました。当社

は、今まで公募案件の獲得の実績はありませんでしたが、“未知の仕事に取り組み需要を創造する。”との基本方針

に基づき新規の獲得に努めました。その結果、創業以来34年に渡る豊富な就職支援の実績及び企画力、企画遂行能力

等当社の総合力が評価され、様々な公的機関より累計で約13億円の公募案件を受託することに成功しております。

今後中長期的に「公的な人材育成・就職支援分野」を民間需要の減退期における重要な収益分野と位置づけ、官民

両者への営業体制を充実させ本格的な営業活動を展開することにより、収益構造を戦略的に変革させ、同業他社と

の差別化をより鮮明にしていく所存です。

また、経済のグローバル化の進展に伴い「外国人留学生の採用」に対する需要が年々増加しており、今後ますま

すの市場拡大が見込まれますので、当社では外国人留学生関連の採用商品の新規投入並びに商品ラインナップの拡

充を図り売上げの増大を目指します。

併せまして、全国の大学では、少子化による受験生の減少・定員割れという難問に直面しており、各大学では生き

残りをかけて受験生獲得のため様々な対策を打っております。従前、大学では入試広報に力点をおいた活動を主と

しておりましたが、近年は就職難を背景に「就職に強い大学」というブランドを構築することにより大学の価値を

高め受験生を集めることに注力する動きが顕在化してきました。当社は、就職情報事業を展開するなかで、全国の大

学就職部との太いパイプを保有しており、従前より大学就職部より就職支援に関する各種業務を請け負っておりま

したが、年々その依頼件数は増加の一途をたどっております。今後大学においては受験生獲得のための対策として

「在校生・卒業生の就職支援活動」に傾注し、受験生獲得のため多額の支援予算を投入すると予測されておりま

す。よって当社では、今後「大学就職部支援事業」という新たな市場開拓を推し進め、中長期での成長エンジンとし

ていく予定です。

(2) コーポレート・ガバナンスについて

当社は、コーポレート・ガバナンスについて、会社の意思決定機関である取締役会の活性化並びに経営陣に対す

る監視と、不正を防止する仕組みが企業統治であるとの考えを基本としております。当社は、監査役会制度を採用し

ており、監査役は４名で、うち３名は社外監査役です（平成22年10月31日現在）。社外監査役と当社との間に人的、

資本的関係又は取引関係、その他利害関係はありません。当社では経営環境の変化に即応するため、毎月開催する定

例の取締役会に加え、緊急を要する場合には、臨時取締役会を開催し、議論・審議にあたっております。

また、業務執行の迅速化と各部署が抱える問題点を把握し速やかに対処するため、取締役・監査役及び全国の部

署責任者による週間業務報告会議をテレビ会議システムを通じて毎週開催すると共に、月に１回は全員が一堂に会

し本社にて月間業務報告会議を開催しております。

監査役（常勤）は常に取締役会及び週間業務報告会議、月間業務報告会議に出席し、適宜、意見の表明を行うとと

もに、内部監査担当者との連携を密にし、監査の実効性を高めております。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

本プランの概要は次のとおりです。

(1) 対象となる大規模買付行為

「大規模買付行為」とは、以下のいずれかに該当する行為（但し、当社取締役会が予め同意した行為は除かれま

す。）若しくはその可能性のある行為とし、当該行為者を「大規模買付者」といいます。

① 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付

けその他の取得

② 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合

との合計が20％以上となる買付けその他の取得

③ 上記①又は②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主（複数で

ある場合を含みます。以下本③において同じとします。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共同保

有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他

方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為。（ただし、当社

が発行者である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるよう

な場合に限ります。）

(2) 意向表明書の提出及び情報提供の要求

大規模買付行為を開始または実行しようとする大規模買付者は、事前に当社取締役会に対し、本プランに従う旨

の「意向表明書」をご提出して頂きます。なお、意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の

氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示して頂きます。
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当社取締役会は、大規模買付者より意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対して当初提

供して頂く「情報提供リスト」を大規模買付者に交付します。

大規模買付者から意向表明書や情報提供リストに係る回答並びに特別委員会からの要求により追加的に提出さ

れた必要な情報に係る回答（以下、総称して「大規模買付情報」といいます。）を受領した場合、当社取締役会は、

特別委員会に諮問した上で、大規模買付情報の提供が完了した旨を証する書面を当該大規模買付者に交付すること

とします。

(3) 大規模買付行為の内容の検討・大規模買付者との交渉及び代替案の提示

① 取締役会における評価検討

当社取締役会は、大規模買付者からの大規模買付情報の提供が完了した後、大規模買付行為が対価を現金（円

貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての買付けの場合には60日間、その他の大規模買付行為の場

合には90日間を、当社取締役会による評価検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会

評価期間」といいます。）として確保されるべきものと考えております。

取締役会評価期間中、当社取締役会は特別委員会及び外部専門家等の勧告・助言等を得ながら、大規模買付情

報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を取り纏め、また、必要に応じて、大規模買付者との間で大

規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあ

ります。

② 特別委員会の設置及び利用

当社は、本プランが適正に運用されること、並びに当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のために

適切と考える方策を取る場合において、その判断の客観性、公正さ及び合理性を担保するために、当社取締役会

から独立した第三者機関として特別委員会を設置いたします。特別委員会は当社取締役会によって設置され、特

別委員は３名以上で構成されることとします。特別委員の選任については、公正で合理的な判断を可能とするた

め、当社の業務執行を担う経営陣から独立している社外監査役または社外の有識者等（弁護士、公認会計士、実

績ある企業経営者、学識経験者等又はこれらに準ずる者を含みます。）の中から選任するものとします。

当社取締役会は、大規模買付者から提供される大規模買付情報が必要かつ十分であるか否か、大規模買付者が

本プランに定める手続きを遵守したか否か、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく毀

損するか否か、対抗措置を発動するか否か、本プランの修正又は変更等について、当社取締役会の恣意性を排除

するために、特別委員会に諮問し客観的な判断を経るものとします。

特別委員会は、当社取締役会から諮問を受けた事項について評価・検討し、特別委員会としての意見を慎重に

取り纏め、当社取締役会に対して勧告します。当社取締役会は、特別委員会による勧告を最大限に尊重した上で、

対抗措置の発動又は不発動等その他必要な決議を行うものとします。
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(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

① 本プランに定める手続きを遵守しない場合

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守しない場合には、大規模買付者の買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、新株予約権の無

償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置（以下「対抗措置」といいます。）の発動を決

定する場合があります。

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守したか否か、並びに対抗措置の発動又は不発動の是非につい

ては、外部専門家等の意見も参考にし、特別委員会の勧告を最大限に尊重して、当社取締役会が決定します。対抗

措置の具体的な手段については、新株予約権の無償割当て等、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したも

のを選択することとします。

なお、対抗措置を発動した場合であっても、以下のような場合、当社取締役会は、当該対抗措置を維持すること

の是非について、改めて特別委員会に諮問するとともに、必要に応じて外部専門家等の助言を得ながら、発動し

た対抗措置の中止又は撤回を検討するものとします（下記②においても同様とします。）。

ⅰ. 大規模買付者が大規模買付行為を中止若しくは撤回した場合

ii. 対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値及び株

主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当でないと判断される状

況に至った場合

これらの場合、特別委員会は当社取締役会の諮問に基づいて当該措置を維持することの是非について検討し、

これを当社取締役会に対して勧告を行います。

② 本プランに定める手続きを遵守した場合

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守した場合には、原則として、当社は対抗措置を発動しません。

ただし、本プランに定める手続きが遵守されている場合で、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の

利益を著しく毀損すると判断せざるを得ない場合には、当社取締役会は特別委員会への諮問・特別委員会から

の勧告を経て、企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として対抗措置を発動することがあります。

当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際し、特別委員会の勧告を最大限に尊重するものとし、

当社取締役会の決議により、対抗措置の発動及び不発動に関する事項について、速やかに開示いたします。

(5) 本新株予約権の無償割当ての概要

本プランに基づく具体的な対抗措置を実施する場合で、大規模買付者による権利行使が認められないとの行

使条件及び当社が大規模買付者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付され

た新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施する場合、買付者等以外の株主の皆様

に当社株式が交付された場合には、買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大２分の１まで希釈化される

可能性があります。

　

(6) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成23年１月21日開催の当社第33期定時株主総会終結後3年以内に終結する事業年度

のうち最終のものに関する当社の定時株主総会の終結の時までとします。ただし、有効期間の満了前であって

も、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、又は当社取締役会により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本定時株主総会の決議の趣旨に反しない場合（本

プランに関連する法令、証券取引所規則等の新設又は改廃が行われ、係る新設又は改廃を反映するのが適切であ

る場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切である場合、当社株主に不利益を与えない場合等を

含みます。）、特別委員会に諮問した上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実、及び（修正又は変更

の場合には）修正、変更の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。なお、本プランで引用する

法令の規定は、平成22年12月10日現在施行されている規定を前提としているものであり、同日以後、法令の新設

又は改廃により必要が生じた場合には、当社取締役会において、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、本プラン

の条項又は用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとします。
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４．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記の各取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための具体的方策として策定されたも

のであり、基本方針の実現に資するものです。

また、当社取締役会は、以下の理由により、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益に沿うものであり、ま

た、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事

前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。また、本プランは経済産業省に設置され

た企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内

容を踏まえたものとなっております。

(2) 当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって更新されていること

本プランは、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様に適正に

判断して頂くために必要な情報や時間、あるいは当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保するこ

と等を可能にするものであり、当社企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的とするものです。

(3) 株主の合理的意思に依拠したものであること 

本プランは、当社株主総会での承認により発効するものです。また、本プランには有効期間を３年間とするサ

ンセット条項が設けられており、かつ、当該有効期間満了の前であっても、当社株主総会において本プランを廃

止する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなりますので、本プランの存続の

適否については、株主の皆様のご意向を反映したものとなっております。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランの運用並びに対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の

皆様のために実質的な判断を客観的に行う諮問機関として、特別委員会を設置しております。 

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ対抗措置が発動されない

ように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえ

ます。

(6) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものと

されており、大規模買付者が、当社株主総会で取締役を指名し、当該取締役で構成される取締役会により、本プラ

ンを廃止することができますので、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していないため、本プラン

はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止す

るのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

以 上
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４【事業等のリスク】

当社の事業その他に関するリスクについて、重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項及び当社の

事業活動を理解する上で重要と考えられる事項を以下に記載しております。なお、本項においては、将来に関する事

項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

（1）事業の特徴について

当社は就職情報事業及びその他を行っております。

当社は就職情報事業として、合同企業説明会（当社商品名「就職博」）の企画及び運営、就職情報誌等の媒体の

発行、就職・転職サイト（当社商品名「学情ナビ」・「モバ就」及び「Ｒｅ就活」）の運営のほか、顧客が採用活

動の一環として使用するダイレクトメールの制作・発送代行並びに電話代行等のアウトソーシング業務等を行っ

ております。その中でも、合同企業説明会につきましては、動員学生数・参加企業数及び開催回数等の実績で業界の

トップ・クラスにあり、主力商品であります。

当社では、今後とも、合同企業説明会を中心とする就職情報事業の顧客基盤の拡大を図るとともに、顧客ニーズの

商品への反映や高付加価値商品の育成に積極的に取り組み、競争力の維持・向上に努める方針でありますが、就職

情報業界における競争のさらなる激化、価格競争や競合企業による新商品の開発等が当社の業績に影響を及ぼす可

能性があります。

また、平成22年10月期においては、新卒採用個別品における公的機関からの人材育成・就職支援事業を始めとし

た受託事業の割合が高くなっております。今後、政府の政策や公的機関の方針において変更・転換等があった場合、

当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

その他として、ＳＰ（セールスプロモーション）と呼ばれる企業の販売促進ツールの企画・制作、マスメディア

４媒体（テレビ、ラジオ、新聞、雑誌）広告の企画・制作及び取次ぎ、企業ホームページの企画・制作等を行ってお

ります。これらは、就職情報事業で開拓した顧客等との取引の中から付随して発生しているケースが多いことから、

景気動向等の外部環境に加え、当社の就職情報事業の動向から影響を受ける可能性があります。

最近２事業年度の事業の種類別の売上高は以下のとおりであります。

事業の種類別の名称

第32期
自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日

第33期
自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

就職情報事業 1,912,727 91.2 2,134,600 92.4

 新卒採用集合品 1,151,426 54.9 722,413 31.3

 （就職博） (793,191) (37.8) (447,794) (19.4)

 新卒採用個別品 557,236 26.6 1,295,240 56.1

 中途採用商品 204,065 9.7 116,947 5.0

その他 185,705 8.8 175,336 7.6

合計 2,098,432 100.0 2,309,936 100.0

（注）１．（　）内の数値は内数を記載しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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（2）事業環境について

当社の就職情報事業は大学新卒者定期採用向け商品が中心であり、これらの商品は平成22年10月期における当社

の売上高の92.4％を占めております。

就職情報業界に対する需要は求職者と求人者の需給関係による影響を受けます。パートやアルバイトの増加等に

みられる雇用形態の変化、通年採用や中途採用等の採用方法の多様化、少子化の進展、大学進学率の変化、景気変動

に伴う企業の採用動向等のさまざまな要因により上記の需給関係は変動しますが、その結果、当社の事業活動や業

績に影響が及ぶ可能性があります。

（3）個人情報の管理について

当社は、事業の性格上、就職活動を行う大学新卒者及び第2新卒者の住所、氏名、連絡先等の収集を必要とします

が、当社ではこれらの個人情報等を企画部情報システムチームにて厳重に管理しております。

当社は個人情報の収集とその利用に対する公的規制及び社会の関心の高さに対応し、取引先、大学就職部担当職

員等の関係者、学生の各方面からの信頼性を一層高め、質の高いサービスを提供するため、経済産業省の外郭団体で

ある「財団法人日本情報処理開発協会」が付与する「プライバシーマーク」の認定を平成10年より受けておりま

す。当社は就職情報業界において「プライバシーマーク」が認定された第１号であり、厳しい審査基準を維持でき

るよう「個人情報」の保持・管理に関して全社を挙げて取り組んでおります。

当社では上記のとおり、個人情報等の管理について細心の注意を心掛けておりますが、当社において何らかの理

由により個人情報等の漏洩が生じた場合には、当社の顧客等に対する信頼の著しい低下等により、当社の事業展開

に影響が及ぶ可能性があります。

（4）業績の季節的変動について

当社の主要事業である就職情報事業、その中でも、大学新卒者定期採用向けの商品については、企業の大学新卒者

の採用活動が活発に行われる大学３年生の11月から４年生の５月頃に売上が集中するため、基本的には当社の売上

高は、上半期に偏重する傾向があります。なお、当事業年度においては、「新卒者就職応援プロジェクト」という大

型の公的案件を受託・納品し、下期にその売上が計上されたため、例年と違い一時的に下半期に売上が集中するこ

ととなり上半期と下半期の売上・利益が逆転することとなりました。今後共、公的案件の受託が継続すれば、上半期

と下半期のバランスは平準化していく可能性があります。

またその一方で将来的に、当社の主要事業である大学新卒者向け商品について、企業の採用活動時期が大学４年

生の夏から開始され、秋に終了するという短期集中型に移行した場合、採用広報の期間も大学４年生の春から秋に

集約される可能性があり、その場合売上高の偏重時期が上半期から下半期へ変化する可能性があります。

最近２事業年度の上半期及び下半期の売上高と構成比は以下のとおりであります。

 

第32期
自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日

第33期
自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高（千円） 1,295,436802,9962,098,432880,8971,429,0392,309,936

構成比（％） 61.7 38.3 100.0 38.1 61.9 100.0

売上総利益（千円） 694,983376,8501,071,833469,368440,783910,151

構成比（％） 64.8 35.2 100.0 51.6 48.4 100.0

営業利益又は営業損失

（△）（千円）
△37,280△271,796△309,076△30,169 122,626 92,457

構成比（％） － － － － － 100.0

経常利益又は経常損失

（△）（千円）
△618 △234,379△234,997 47,489 173,323220,812

構成比（％） － － － 21.5 78.5 100.0

（注）　売上高に消費税等は含んでおりません。
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（5）法的規制等について

（1）就職問題懇談会の申合せ及び日本経済団体連合会の倫理憲章等について

当社の就職情報事業は、現在のところ直接の法的規制等は受けておりませんが、国公私立の大学、短期大学及び高

等専門学校で構成する就職問題懇談会による「大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者にかかる就職につい

て」の申合せ、日本経済団体連合会による「新規学卒者の採用・選考に関する企業の倫理憲章」等、学校や企業の

団体による申合せ等は、当社が事業活動を行う上で考慮すべき事項であると考えております。また、当社を含む就職

情報事業主要企業11社が加盟する「日本就職情報出版懇話会」では、大学就職関係担当者等との協議等を通年で

行っており、加盟各社は上記の申合せ等を尊重した上での情報提供を行うことを遵守しております。

これまでに、法的規制や上記の申合せ等の変化が当社の事業活動に大きな影響を与えた事実はありませんが、今

後、これらが大きく変化した場合には当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

（2）許認可事業について

当社は、有料職業紹介事業及び労働者派遣事業を展開しており、職業安定法第30条第1項及び労働者派遣事業の適

正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第５条１項の許可を厚生労働大臣より受けてお

ります。

①　職業安定法　　厚生労働大臣許可　27－ユ－020148

②　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

厚生労働大臣許可　般27－020410

職業安定法に基づく厚生労働大臣許可の有効期限は平成23年５月31日までであり、その更新についての障害は、

現状においては、認識しておりません。労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に

関する法律に基づく厚生労働大臣許可の有効期限は平成27年７月31日であり、その更新についての障害は、現状に

おいては、認識しておりません。

今後、これらの関係法規が改廃された場合や新たな法的規制が設けられた場合には、当社の事業が影響を受ける

可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成に当たりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実施しております。

（2）財政状態に関する分析

①財政状態の分析

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末と比べ１億61百万円増加し、29億90百万円となりまし

た。これは主に、現預金の減少３億96百万円、売上債権の増加３億24百万円、有価証券の増加３億円、未収消費税

の減少43百万円、未収還付法人税の減少１億26百万円、繰延税金資産の増加１億円があったことによるもので

す。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末と比べ86百万円減少し、25億18百万円となりました。

これは主に、有形固定資産の減少39百万円、無形固定資産の減少32百万円、投資有価証券の増加１億89百万円、繰

延税金資産の減少１億74百万円、差入保証金の減少37百万円があったことによるものです。

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末と比べ１億55百万円増加し、３億59百万円となりまし

た。これは主に、買掛金の増加70百万円、未払金の増加43百万円があったことによるものです。

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末と比べ62百万円減少し、２億59百万円となりました。

これは主に、長期未払金の減少52百万円があったことによるものです。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比べ17百万円減少し、48億90百万円となりました。こ

れは主に、当期純利益１億32百万円、配当金の支払い１億26百万円、自己株式の取得41百万円があったことによ

るものです。

②キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２.事業の状況　1　業績等の概要（2）キャッシュ・フローの

状況」に記載しております。

［キャッシュ・フローの参考資料］

　  平成20年10月期 平成21年10月期 平成22年10月期

自己資本比率（％） 87.5 90.3 88.8

時価ベースの自己資本比率（％） 80.3 70.8 61.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 24,899.1 － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．　株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しておりま

す。

２．　平成21年10月期及び平成22年10月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、利払い

が存在しないため記載しておりません。
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（3）経営成績の分析

①売上高

当事業年度における売上高は、前事業年度と比べ２億11百万円増加し、23億９百万円となりました（前期比

110.1％）。これは主に、就職情報事業の売上高の増加があったことによるものです。

②売上原価、販売費及び一般管理費

当事業年度における売上原価は、前事業年度と比べ３億73百万円増加し、13億99百万円となりました（前期比

136.4％）。これは主に、新卒者就職応援プロジェクトに係る売上原価の増加があったことによるものです。

販売費及び一般管理費は、前事業年度と比べ５億63百万円減少し、８億17百万円となりました（前期比

59.2％）。これは主に、新卒者就職応援プロジェクトに係る人件費を売上原価処理したことによるものです。

③営業利益、経常利益、当期純利益

以上の結果、当事業年度における営業利益は92百万円（前事業年度は３億９百万円の営業損失）となり、ま

た、当事業年度における経常利益は２億20百万円（前事業年度は２億34百万円の経常損失）となりました。これ

は主に、営業外損益において本社ビルの受取家賃収入51百万円、有価証券利息44百万円、助成金収入25百万円が

あったことによるものです。

また、当期純利益は１億32百万円（前事業年度は２億80百万円の当期純損失）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社は、当事業年度において、自社利用のソフトウェアを中心に32百万円の設備投資を行いました。

２【主要な設備の状況】

当社における、主要な設備は以下のとおりであります。

 平成22年10月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
の名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）

建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

本　社

(大阪市北区)
 就職情報事業

販売業務・管理

施設
434,962

526,457

(364.51)
17,331978,751

66

(3) 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、工具、器具及び備品であります。

２．上記以外に営業所建物等を賃借しており、年間賃借料は、68,177千円であります。

３．従業員数の（　）は、パート・嘱託社員・契約社員数を外数で記載しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設等の計画

事業所名 設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定年月

完了後の増
加能力

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完成予定

セミナーハウス

（仮称）　
土地・建物　 2,600,000－ 自己資金 注２ 注２ 注１

（注）１． 営業基盤の強化、新規顧客拡大のための投資であります。

２． 平成17年９月16日の東京証券取引所の上場に際し、公募増資で得た資金については、設備投資資金とし

て活用する計画であり、選定中でありましたが、経済環境等の変化により不動産価格が当初予定価格より

値上がりしており、適当な物件が見つかっておりません。

したがって、不動産価格が当初購入予定金額までに沈静化するまで購入を凍結することといたしまし

た。

なお、設備資金として、調達いたしました金額につきましては、投資案件が決定するまで安全性の高い定

期預金及び投資有価証券等で運用いたします。

（2） 重要な改修

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,240,000

計 50,240,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月24日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

  普通株式 15,560,000 15,560,000東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 15,560,000 15,560,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年12月20日

（注）
3,890 7,780 － 1,500,000 － 817,100

平成18年11月１日

（注）
7,780 15,560 － 1,500,000 － 817,100

（注）１株を２株に株式分割しております。

（６）【所有者別状況】

 平成22年10月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 26 20 49 21 6 3,242 3,364 －

所有株式数

（単元）
－ 11,140 727 24,282 6,210 250 112,973155,582 1,800

所有株式数の

割合（％）
－ 7.15 0.47 15.61 3.99 0.16 72.60 100.00 －

（注）自己株式2,966,943株は、「個人その他」に29,669単元及び「単元未満株式の状況」に43株を含めて記載して

おります。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

中井　清和 堺市南区 1,679 10.79

株式会社清和ホールディングス 堺市南区新檜尾台1-16-10 1,500 9.64

北野　信雄 大阪府八尾市 764 4.91

茶野　光史 大阪府池田市 707 4.55

学情社員持株会 大阪市北区梅田2-5-10 684 4.40

茶野　直美 大阪府池田市 610 3.92

北野　明子 大阪府八尾市 600 3.86

中井　洋子 堺市南区 319 2.05

株式会社北野ホールディングス 大阪府八尾市南小阪合町3-1-28 260 1.67

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11
235 1.51

計 － 7,360 47.30

 (注）上記のほか、当社所有の自己株式、2,966千株（19.07％）があります。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　2,966,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,591,300 125,913 －

単元未満株式  1,800 － －

発行済株式総数 15,560,000 － －

総株主の議決権 － 125,913 －

②【自己株式等】

 平成22年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社学情 大阪市北区梅田2-5-10 2,966,900 － 2,966,900 19.1

計 － 2,966,900 － 2,966,900 19.1

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第３号の規定に基づく普通株式の取得及び会社法第155条第７号の規定に基づく普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく、取締役会決議による

取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年９月10日）での決議状況

（取得期間　平成21年９月16日～平成22年９月15日）
500,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 56,200 18,149,000

当事業年度における取得自己株式 105,900 32,343,600

残存決議株式の総数及び価額の総額 337,900 149,507,400

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 67.6 74.8

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 67.6 74.8

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年９月10日）での決議状況

（取得期間　平成22年９月16日～平成23年９月15日）
250,000 100,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 31,000 9,269,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 219,000 90,731,000

未行使割合（％） 87.6 90.7

当期間における取得自己株式 25,600 7,736,500

 提出日現在の未行使割合（％） 77.4 83.0

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの取引は含めてお

りません。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2 618

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取による株式は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 2,966,943 － 2,992,543 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成23年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの取引は含めてお

りません。

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

有価証券報告書

22/62



３【配当政策】

当社は、企業価値の最大化に向け、将来の事業拡大に必要不可欠な新規事業開発、人材育成などの成長投資を最優

先とし、内部留保を確保いたします。成長のための内部留保を確保したあとの余剰資金につきましては、キャッシュ

・フローの状態を勘案のうえ、可能な限り株主の皆様に還元していく所存です。この基本方針に基づき、平成22年10

月期の年間配当金については１株当たり10円00銭（中間配当５円00銭、期末配当５円00銭）といたしました。

内部留保資金の使途につきましては、高度化する社内情報関連設備や、「学情ナビ」「Re就活」のためのソフト

ウェア開発資金等に充当し、事業拡大に努めてまいる所存です。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしており、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

また「取締役会の決議により、毎年４月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

なお、当事業年度における剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議 配当金の総額（千円） １株当たりの配当額（円）

平成22年６月10日

取締役会
63,316 5

平成23年１月21日

定時株主総会
62,965 5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期
決算年月 平成18年10月 平成19年10月 平成20年10月 平成21年10月 平成22年10月

最高（円）
4,910

□　1,475
1,478 656 411 338

最低（円）
2,535

□  1,365
416 293 299 255

（注）1．最高・最低株価は、平成18年９月29日まではジャスダック証券取引所におけるものであり、平成18年10月２日

以降は東京証券取引所第一部におけるものであります。

2．□印は、株式分割（基準日平成18年10月31日、１株を２株に分割）による権利落後の株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円） 335 333 311 313 309 307

最低（円） 292 304 285 287 277 256

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
 中井　清和 昭和23年９月13日生

昭和51年11月当社創業

昭和52年11月当社設立、代表取締役社長（現任）

(注)２

　
1,679

取締役

東京本部長　兼　

企画営業部、人

材紹介部、事業

戦略室、学校企

画部、モバ就プ

ロジェクトチー

ム担当

片山　信人 昭和36年５月８日生

昭和61年４月当社入社

平成16年４月当社大阪営業本部ゼネラルマネー

ジャー

平成17年10月当社執行役員（大阪営業本部・京

都支社担当）　
平成19年３月当社営業統括　執行役員

平成20年１月当社取締役（現任）

(注)２ 11

取締役
管理部、企画部、

企画制作部担当
村越　誓一 昭和36年７月20日生

昭和59年４月当社入社

平成12年10月当社企画営業第２部マネージャー

平成13年９月当社東京本部長ゼネラルマネー

ジャー

平成15年７月　当社業務部（現企画部）マネー

ジャー　

平成23年１月　当社取締役（現任）　

(注)２ 0

常勤監査役  酒井　　治 昭和24年１月４日生

昭和46年２月田中成人会計事務所入所

平成元年10月当社入社　管理部副部長

平成12年８月当社管理部サブマネージャー

 平成21年１月当社定年退職
平成21年２月当社副参事（嘱託社員）

平成22年１月当社監査役（現任）

(注)３ 58

監査役  堀　　　淸 昭和23年７月４日生

平成12年10月弁護士登録

平成12年10月中村泰雄法律事務所入所

平成14年１月当社監査役（現任）

平成15年３月堀淸弁護士事務所設立、代表（現

任）

(注)４ 12

監査役  濱田　昌男 昭和26年８月１日生　

昭和60年８月田中成人税理士事務所入所

昭和63年１月税理士登録

平成20年４月濱田昌男税理士事務所設立、代表

（現任）

平成21年１月当社監査役（現任）

(注)５

　
1

    計  1,763

（注）１．監査役堀淸、濱田昌男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成23年１月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成22年１月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成21年１月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成23年１月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスの機能を充実させるため、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる

組織体制の確立を重要な経営課題のひとつとして位置づけております。また、株主をはじめとする幅広いス

テークホルダーに対して適時かつ適切に情報開示を行うとともに、より効率的かつ健全で透明性の高い経営体

制の構築・整備に取り組んでおります。

①　企業統治の体制

ａ．企業統治の体制の概要　

当社は、取締役会及び監査役会を設置しております。取締役会は、本報告書提出日現在（平成23年１月24日

現在）取締役３名により構成し、毎月１回の定時取締役会や必要に応じて開催される臨時取締役会により、

各種法令、定款、諸規程等において規定される取締役会決議事項の審議に臨むほか、業務執行状況等の報告等

を受けて、他の取締役の職務執行状況の監督を行っております。また、経営に関する重要事項については積極

的な意見交換と迅速な意思決定を行っております。

監査役会は、本報告書提出日現在（平成23年１月24日現在）、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成

され、監査役は取締役会及び重要な会議に出席し、客観的かつ公平な立場から意見を述べるとともに、意思決

定の妥当性及び適正性、業務執行状況等の監視を行っております。

また、業務の執行の迅速化と各部署が抱える問題点を把握し速やかに対処するため、取締役・監査役及び

全国の部署責任者による週間業務報告会議をテレビ会議を通じて毎週開催すると共に、月1回は全員が一堂

に会し本社にて経営会議としての機能を持つ月間業務報告会議を開催しております。

　

　

ｂ．企業統治の体制を採用する理由　
当社は、迅速かつ実効性のあるコーポレート・ガバナンス体制の構築が重要であると考えております。

当社の事業内容及び規模等を鑑み、取締役会は少数の取締役により構成し、迅速な意思決定を行っており

ます。また、取締役の任期は２年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制の確立と、取締役の経営

責任を明確にしております。
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ｃ．内部統制システムの整備状況

当社は、取締役会にて、「内部統制システム構築の基本方針」について、次のとおり決議いたしておりま

す。

1.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業が継続・発展していくためには、すべての取締役、使用人が法令遵守の精神のもと、公正で

高い倫理観を持ち行動することが必要不可欠であると認識しております。

（1）取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に即した行動を行い、健全な企業経営に努めており

ます。

（2）取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行すると共に、業務執行の

状況を取締役会に報告しております。

（3）取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等の職務の執行に関する規程を制定し、取締役、使用人は定

められた規程に従い、業務を執行しております。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及び個人情報保護に係る規程等に基づき、そ

の保存媒体に応じて安全かつ適正に保存しております。また、取締役及び監査役は常時これらの文書を

閲覧できるようにしております。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、様々なリスクに対して、その大小や発生可能性に応じ、絶えず事前に適切な対応策を準備しリス

クを最小限にするべく組織的な対応を行います。とりわけ当社の事業特性上、個人情報保護関連のリス

クについて、コンプライアンス・プログラムの要求事項（JISQ15001）を踏まえた個人情報保護に係る

規程の制定をはじめとした「プライバシーマーク」を取得し、全社をあげて取り組んでおります。その

他、緊急事態が生じた場合は代表取締役社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、迅速かつ適切

に対応する体制を確立しております。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が、効率的に行われることを確保する体制の基礎として、定時取締役会を月一回開

催するほか、必要に応じて臨時に開催し、都度議論・審議にあたっております。また、各部署の問題点を

把握し、速やかに対処するため、取締役、監査役及び全国の部署責任者による週間全事業会議をテレビ会

議システムを通じ毎週開催すると共に、月一回は一堂に会し、月間全事業会議を開催しております。

5.会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

現在当社には、親会社及び子会社等はありませんが、将来にわたり企業集団を組成した場合には、関係会

社管理規程の制定等により、適切な経営管理を行う体制を整備します。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、必要に

応じて配置することとします。また当該使用人の人事については、監査役の事前の同意を得ることによ

り、取締役会からの独立性を確保いたします。

7.取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及びその他

監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与えるおそれのある事実を発見した場合には、法令に従い、直

ちに監査役に報告する体制をとっております。また監査役は、取締役会のほか、経営会議、業務報告会議、

その他必要に応じ重要な会議に出席すると共に、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、

取締役又は使用人にその説明を求めております。併せて内部監査室より、内部監査計画書ならびに結果

の報告を受けると共に、内部監査の立会いも行うなど内部監査室とのより深い連携を図っております。

会計監査人及び管理部と定期的な意見交換を行い、財務報告の適正性について確認できる体制をとって

おります。
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ｄ．リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、毎月１回の定時取締役会や必要に応じて開催される臨時取締役会におい

て、積極的な意見交換と迅速な意思決定を行っております。また、取締役・監査役及び全国の部署責任者によ

る週間業務報告会議並びに月間業務報告会議を開催し、各部署間の情報共有化を図り、積極的な意見交換を

行っております。

また、社会から信頼される企業、企業倫理の確立した企業を目指すべく「コンプライアンス・ガイドライ

ン」を策定し、社内においてその周知徹底・推進を図っております。

個人情報保護法の遵守につきましては、プライバシーマークを平成10年11月に取得し、強化に努めており

ます。　

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査室を社長直轄として設置し、担当者を１名配置しており、内部監査室では法令、定款及び諸規程の遵

守状況を監査するとともに内部統制の有効性を評価しております。

監査役会は３名のうち２名が社外監査役で構成し、当事業年度の「監査役監査実施計画書」に基づき開催さ

れ、監査役相互の情報交換や必要に応じて審議を行っております。また、取締役会及び重要な会議に出席し、必

要な場合は意見を述べるとともに、意思決定、業務執行状況等の監視を行っております。なお、監査役は内部監

査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査室に調査を求めることができる体制を整え、監査役

機能の強化に努めております。

また、内部監査室、監査役及び会計監査人とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行う等の連携を密に

して、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。　

③　会計監査の状況

会計監査につきましては、会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任しております。同有限責任監査

法人とは監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けており、それに基づいて報酬を

支払っております。なお、同有限責任監査法人及びその業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありま

せん。当社の監査業務を執行した公認会計士は、業務執行社員の辻内章氏、業務執行社員の和田稔郎氏、監査業務

に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補等６名であります。　

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外監査役は２名であります。

社外監査役２名はいずれも当社のその他の取締役、監査役と人的関係を有さず、当社との間に特別な利害関

係はございません。

社外監査役堀淸氏は、弁護士であり専門的見地より取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための

発言を行っております。また、監査役会において、当社の経理システム並びに内部監査について適宜必要な発言

を行っております。当事業年度末現在で当社株式を12千株保有しております。

社外監査役濱田昌男氏は、税理士であり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、専門的見地よ

り取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会において、当

社の経理システム並びに内部監査について適宜必要な発言を行っております。当事業年度末現在で当社株式を

１千株保有しております。

当社は社外取締役を選任しておりませんが、経営の意思決定機関である取締役会に対し、監査役３名のうち

２名を社外監査役とすることにより経営への監視機能を強化しており、外部からの客観的、中立の経営監視機

能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としております。
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⑤　役員報酬等

ａ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）
基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）　
40,399　40,399 －　 －　 －　 3　

監査役

（社外監査役を除く。）　
6,609　 6,609 －　 －　 －　 2　

社外役員　 4,800　 4,800 －　 －　 －　 3　

（注）上記には、平成22年１月22日開催の第32期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んで

おります。

ｂ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方針

株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、経営内容、経済情勢、従業員給与とのバランス等を考慮して、

取締役の報酬は取締役会の決議により決定し、監査役の報酬は監査役の協議により決定しております。

なお、平成13年１月26日開催の第23期定時株主総会決議により、取締役の報酬限度額は年額300,000千円以

内、監査役の報酬限度額は年額50,000千円以内となっております。　

⑥　株式の保有状況

ａ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

９銘柄　115,380千円

　ｂ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄　　　 　株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 保有目的

朝日放送㈱ 160,000　 65,120協力関係強化のため

日本管財㈱ 23,500 29,798協力関係強化のため

㈱クイック 85,000　 8,670協力関係強化のため

㈱タカラレーベン 6,750 3,881協力関係強化のため

ニチモウ㈱ 14,864　 1,872協力関係強化のため

キャリアバンク㈱ 47　 1,598協力関係強化のため

コンドーテック㈱ 2,547 1,454協力関係強化のため

イオンモール㈱ 540 1,019協力関係強化のため
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⑦　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 また、取締役の

選任については、累積投票によらないものとする旨も定款に定めております。

⑨　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策を遂行することを目的として、取締役会の決

議により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

⑩　中間配当の決議要件

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年４月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なう

ことを目的とするものであります。　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

23,000 500 20,750 －

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度（平成21年10月31日現在）

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である財務報告に係る内部統制に

関する指導・助言業務を委託しております。

当事業年度（平成22年10月31日現在）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

有価証券報告書

30/62



第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年11月１日から平成21年10月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年11月１日から平成22年10月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成20年11月1日から平成21年10月31

日まで）及び当事業年度（平成21年11月1日から平成22年10月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。

具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制

を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監査法人等が主催する研修会への参加を行っておりま

す。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年10月31日)

当事業年度
(平成22年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,244,675 1,847,782

受取手形 ※1
 6,539 2,218

売掛金 338,849 667,578

有価証券 － 300,500

未成制作費 ※2
 13,440

※2
 27,614

前払費用 30,182 21,244

未収消費税等 43,868 －

未収還付法人税等 126,636 －

繰延税金資産 18,666 119,477

その他 5,427 6,738

貸倒引当金 △61 △2,970

流動資産合計 2,828,224 2,990,185

固定資産

有形固定資産

建物 676,157 658,260

減価償却累計額 △204,999 △219,129

建物（純額） 471,157 439,130

構築物 6,159 6,159

減価償却累計額 △4,126 △4,414

構築物（純額） 2,033 1,744

機械及び装置 3,428 3,428

減価償却累計額 △2,296 △2,457

機械及び装置（純額） 1,131 971

工具、器具及び備品 87,396 82,270

減価償却累計額 △63,936 △65,338

工具、器具及び備品（純額） 23,460 16,932

土地 526,457 526,457

有形固定資産合計 1,024,240 985,236

無形固定資産

ソフトウエア 180,849 148,258

電話加入権 6,505 6,505

無形固定資産合計 187,355 154,763

投資その他の資産

投資有価証券 1,056,997 1,246,055

長期前払費用 84 833

繰延税金資産 187,633 12,797

差入保証金 78,266 41,015

保険積立金 － 68,201

その他 78,701 16,996

貸倒引当金 △8,849 △7,707

投資その他の資産合計 1,392,833 1,378,193

固定資産合計 2,604,428 2,518,193

資産合計 5,432,653 5,508,378
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年10月31日)

当事業年度
(平成22年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 106,973 177,890

未払金 37,261 80,937

未払費用 44,437 57,843

未払法人税等 － 8,512

未払消費税等 － 21,441

前受金 5,377 3,884

預り金 4,991 5,258

前受収益 4,062 3,269

流動負債合計 203,104 359,038

固定負債

長期未払金 270,696 217,800

退職給付引当金 27,601 19,461

長期預り保証金 23,941 22,060

固定負債合計 322,239 259,321

負債合計 525,343 618,359

純資産の部

株主資本

資本金 1,500,000 1,500,000

資本剰余金

資本準備金 817,100 817,100

その他資本剰余金 844,226 844,226

資本剰余金合計 1,661,326 1,661,326

利益剰余金

利益準備金 8,455 8,455

その他利益剰余金

別途積立金 1,800,000 1,800,000

繰越利益剰余金 1,307,423 1,312,916

利益剰余金合計 3,115,878 3,121,371

自己株式 △1,346,367 △1,387,980

株主資本合計 4,930,837 4,894,717

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23,527 △4,698

評価・換算差額等合計 △23,527 △4,698

純資産合計 4,907,310 4,890,018

負債純資産合計 5,432,653 5,508,378
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年10月31日)

当事業年度
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年10月31日)

売上高 2,098,432 2,309,936

売上原価 1,026,599 1,399,784

売上総利益 1,071,833 910,151

販売費及び一般管理費

販売促進費 55,844 16,903

役員報酬 76,171 51,808

給料及び手当 638,551 299,167

賞与 76,290 48,950

退職給付費用 13,724 2,158

福利厚生費 92,508 52,460

旅費及び交通費 42,529 28,329

通信費 20,499 16,716

事務用消耗品費 12,406 8,099

支払手数料 48,329 40,373

賃借料 101,130 68,177

減価償却費 85,442 82,736

貸倒引当金繰入額 － 2,958

その他 117,480 98,855

販売費及び一般管理費合計 1,380,909 817,694

営業利益又は営業損失（△） △309,076 92,457

営業外収益

受取利息 20,822 6,533

有価証券利息 6,766 44,217

受取配当金 1,082 1,854

受取家賃 48,230 51,164

助成金収入 － 25,893

その他 12,330 10,500

営業外収益合計 89,231 140,164

営業外費用

不動産賃貸原価 11,964 11,287

支払手数料 1,998 476

その他 1,189 46

営業外費用合計 15,152 11,809

経常利益又は経常損失（△） △234,997 220,812
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年10月31日)

当事業年度
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年10月31日)

特別損失

固定資産除却損 － ※
 19,312

特別損失合計 － 19,312

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △234,997 201,500

法人税、住民税及び事業税 6,409 8,383

法人税等調整額 38,879 60,657

法人税等合計 45,289 69,041

当期純利益又は当期純損失（△） △280,286 132,458
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【売上原価明細書】

 
前事業年度

（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

区分 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　人件費     39,2033.8     322,25823.0
Ⅱ　経費                         

発送費 182,751         135,554         
会場費 178,105         130,939         
放送・掲載費 148,570         142,451         
印刷費 102,318         103,012         
外注費 －         120,350         
その他 375,649987,39596.2 445,2181,077,52677.0
売上原価合計     1,026,599100.0     1,399,784100.0
 　 　 　 　 　 　　

　（注）当事業年度の「Ⅰ　人件費」322,258千円のうち、283,640千円は「新卒者就職応援プロジェクト」にかかるも

のです。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年10月31日)

当事業年度
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年10月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,500,000 1,500,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,500,000 1,500,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 817,100 817,100

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 817,100 817,100

その他資本剰余金

前期末残高 844,226 844,226

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 844,226 844,226

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 8,455 8,455

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,455 8,455

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,800,000 1,800,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,800,000 1,800,000

繰越利益剰余金

前期末残高 1,772,406 1,307,423

当期変動額

剰余金の配当 △184,696 △126,966

当期純利益又は当期純損失（△） △280,286 132,458

当期変動額合計 △464,983 5,492

当期末残高 1,307,423 1,312,916
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年10月31日)

当事業年度
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年10月31日)

自己株式

前期末残高 △1,126,777 △1,346,367

当期変動額

自己株式の取得 △219,589 △41,613

当期変動額合計 △219,589 △41,613

当期末残高 △1,346,367 △1,387,980

株主資本合計

前期末残高 5,615,410 4,930,837

当期変動額

剰余金の配当 △184,696 △126,966

当期純利益又は当期純損失（△） △280,286 132,458

自己株式の取得 △219,589 △41,613

当期変動額合計 △684,572 △36,120

当期末残高 4,930,837 4,894,717

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △5,276 △23,527

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△18,250 18,828

当期変動額合計 △18,250 18,828

当期末残高 △23,527 △4,698

評価・換算差額等合計

前期末残高 △5,276 △23,527

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△18,250 18,828

当期変動額合計 △18,250 18,828

当期末残高 △23,527 △4,698

純資産合計

前期末残高 5,610,134 4,907,310

当期変動額

剰余金の配当 △184,696 △126,966

当期純利益又は当期純損失（△） △280,286 132,458

自己株式の取得 △219,589 △41,613

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,250 18,828

当期変動額合計 △702,823 △17,292

当期末残高 4,907,310 4,890,018
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年10月31日)

当事業年度
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △234,997 201,500

減価償却費 93,098 89,918

賞与引当金の増減額（△は減少） △91,500 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,694 △8,139

受取利息及び受取配当金 △28,671 △52,605

有形固定資産除却損 － 19,312

売上債権の増減額（△は増加） 168,867 △323,214

仕入債務の増減額（△は減少） △33,616 70,917

長期未払金の増減額（△は減少） △62,411 △52,896

その他 6,122 112,766

小計 △184,802 57,558

利息及び配当金の受取額 25,760 28,452

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △194,755 124,304

営業活動によるキャッシュ・フロー △353,797 210,315

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △10,000

定期預金の払戻による収入 1,499,764 200,000

有形固定資産の取得による支出 △9,032 △4,540

無形固定資産の取得による支出 △69,952 △35,513

投資有価証券の取得による支出 △950,324 △435,199

投資有価証券の償還による収入 300,000 －

差入保証金の差入による支出 △236 △22,403

差入保証金の回収による収入 30,647 59,654

その他 710 △1,781

投資活動によるキャッシュ・フロー 801,575 △249,783

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △221,588 △42,089

配当金の支払額 △185,316 △127,004

財務活動によるキャッシュ・フロー △406,905 △169,094

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,872 △208,561

現金及び現金同等物の期首残高 419,417 460,290

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 460,290

※
 251,728
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

①　時価のあるもの

その他有価証券

①　時価のあるもの

　 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）については定額法

を採用しております。なお、建物の主な

耐用年数は15～38年であります。

同左

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

同左

 (2）賞与引当金 　

 (賞与支給対象期間の変更)

当事業年度中に賃金規定を改定した

ことにより、賞与の支給対象期間を従

来の冬期６月１日から11月30日までお

よび夏期12月１日から５月31日までか

ら、冬期５月１日から10月31日までお

よび夏期11月１日から４月30日までに

変更しております。

この変更により、従来、賞与支給見込

額の当事業年度の負担額については

「賞与引当金」として計上しておりま

したが、当事業年度より「未払費用」

として計上しております。

－
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項目
前事業年度

（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務見込額及び

年金資産残高に基づき、当期末に発生

していると見込まれる額を計上してお

ります。

同左

４．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 同左

【表示方法の変更】

前事業年度

（自　平成20年11月１日

至　平成21年10月31日）

当事業年度

（自　平成21年11月１日

至　平成22年10月31日）

－

（貸借対照表関係）

前事業年度において、「投資その他の資産」の「その

他」に含めていた「保険積立金」は、重要性が増加したた

ため、当事業年度では区分掲記することとしております。

なお、前事業年度の、「投資その他の資産」の「その

他」に含まれる「保険積立金」は、59,012千円でありま

す。

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年10月31日）

当事業年度
（平成22年10月31日）

※１　期末日満期手形 　

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

受取手形　　　　　　　　　　　　　　3,449千円

－

※２　未成制作費 ※２　未成制作費

出版物の制作等の制作途中にあるもので、すでに、制

作等の終了した工程に係る費用の支出額及び支払の確

定した金額であります。

出版物の制作途中にある案件、及び、受託済みの新卒

者就職支援プロジェクト案件の実施過程において、既

に制作等の終了した工程に係る支出額であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

－

※　固定資産除却損の内容は、主として建物14,391千円で

あります。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日） 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 15,560,000 － － 15,560,000

合計 15,560,000 － － 15,560,000

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 2,187,700 642,341 － 2,830,041

合計 2,187,700 642,341 － 2,830,041

（注）自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得642,200株及び単元未満株式の買取請求による取得141株

によるものであります。

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 3.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年１月23日

定時株主総会
普通株式 93,606 7 平成20年10月31日平成21年１月26日

平成21年６月11日

取締役会
普通株式 91,090 7 平成21年４月30日平成21年７月６日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

次のとおり決議しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年１月22日

定時株主総会
普通株式 63,649利益剰余金 5 平成21年10月31日平成22年１月25日
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当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10月31日）

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 15,560,000 － － 15,560,000

合計 15,560,000 － － 15,560,000

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 2,830,041 136,902 － 2,966,943

合計 2,830,041 136,902 － 2,966,943

（注）自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得136,900株及び単元未満株式の買取請求による取得２株に

よるものであります。

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 3.配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年１月22日

定時株主総会
普通株式 63,649 5 平成21年10月31日平成22年１月25日

平成22年６月10日

取締役会
普通株式 63,316 5 平成22年４月30日平成22年７月５日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

次のとおり決議しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年１月21日

定時株主総会
普通株式 62,965利益剰余金 5 平成22年10月31日平成23年１月24日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

※　キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等

物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等

物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（平成21年10月31日現在） （平成22年10月31日現在）

現金及び預金勘定 2,244,675千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,784,384千円

現金及び現金同等物 460,290千円

　

現金及び預金勘定 1,847,782千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,596,054千円

現金及び現金同等物 251,728千円

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

重要性のあるリース取引はありませんので、記載を省略

しております。
同左
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（金融商品関係）

当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金はすべて自己資金により賄っております。余資は、安全性、流動性、収益性を考慮し

て、定期預金及び債券にて運用しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に

業務上の関係を有する企業の株式及び余資の運用のために保有する債券であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理

①　信用リスク（取引先の倒産等に係るリスク）

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

担当部署である管理部経理課が資金計画を作成、適時更新するとともに、手許流動性の維持など

により流動性を管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価格が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　
貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）現金及び預金 1,847,782 　1,847,782 　－

（2）売掛金 　667,578 　667,578 　－

（3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 　1,544,590 　1,544,590 　－

合計 　4,059,952 　4,059,952 　－

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,965

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「（3）有価証

券及び投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 　1,847,782 　－ 　－ 　－

売掛金 　667,578 　－ 　－ 　－

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期が

あるもの（債券）
　300,000 　950,000 　200,000 　－

合計 　2,815,361　950,000 　200,000 　－

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成21年10月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1）株式 47,482 50,484 3,001

(2）債券 299,714 300,740 1,025

(3）その他 － － －

小計 347,197 351,224 4,027

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

(1）株式 1,010 977 △33

(2）債券 748,281 702,830 △45,451

(3）その他 － － －

小計 749,291 703,807 △45,484

合計 1,096,489 1,055,031 △41,457

（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30%～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

64 － 89

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 1,965

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後における償還予定額
区分 １年以内（千円） １年超５年以内（千円） ５年超10年以内（千円） 10年超（千円）

債券 － 527,500 275,730 100,640

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

有価証券報告書

47/62



当事業年度（平成22年10月31日）

その他有価証券

　 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1）株式 13,571 7,724 5,846

(2）債券 1,348,775 1,324,312 24,463

(3）その他 － － －

小計 1,362,346 1,332,036 30,310

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

(1）株式 99,843 135,377 △35,533

(2）債券 82,400 86,437 △4,037

(3）その他 － － －

小計 182,243 221,815 △39,571

合計 1,544,590 1,553,851 △9,260

（注）１．　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30%～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。

２．　非上場株式（貸借対照表計上額1,965千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上記の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）及び当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10

月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）及び当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10

月31日）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、主として適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成22年８月に確定給付年金制度へ移行し

ております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成21年10月31日）
当事業年度

（平成22年10月31日）

退職給付債務（千円）

年金資産（千円）

退職給付引当金（千円）

△115,483

87,882

△27,601

　

△105,607

86,145

△19,461

　

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

勤務費用（千円）

年金資産増減額（千円）

その他（千円）

退職給付費用（千円）

22,060　

△7,690

74

14,444

　

8,641

△6,187

72

2,525
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 　 （単位：千円）

 　
前事業年度

（平成21年10月31日）
　

　
当事業年度

（平成22年10月31日）
　

繰延税金資産（流動）

未払費用

税務上の繰越欠損金

未払金

その他

合計

繰延税金負債（流動）

未収事業税

合計

繰延税金資産の純額

 

繰延税金資産（固定）

税務上の繰越欠損金

退職給付引当金

長期未払金

その他有価証券評価差額金

その他

小計

評価性引当額

繰延税金資産の純額（固定）

    

18,041

8,586

－

431

27,060

    　

△8,393　

△8,393

18,666

    

    

157,521

11,206

109,902

17,930

23,964

320,525

△132,891

187,633

    

22,212

74,660

20,652

1,951

119,477

    　

－　

－

119,477

    

    

－

7,901

88,426

4,562

23,322

124,213

△111,415

12,797

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 　
前事業年度

（平成21年10月31日）
　

　
当事業年度

（平成22年10月31日）
　

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

評価性引当額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

40.6%

　

△0.7%

△3.9%

0.1%　

△56.6%

1.2%

△19.3%

40.6%

　

0.6%

4.2%

△0.2%　

△10.7%

△0.2%

34.3%
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（持分法損益等）

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）及び当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10

月31日）

該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10月31日）

当社では、本社建物を自社で使用するとともに、一部を他社に賃貸しているオフィスビル（土地を含む）を有

しております。平成22年10月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益は39,877千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度の時価

（千円）前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

　280,278　 　△5,552 　274,726 　247,568

（注）１．　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．　当事業年度増減額は、全額減価償却によるものであります。

３．　当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標

等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

（追加情報）

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月

28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月

28日）を適用しております。

【関連当事者情報】

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）及び当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10

月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

1株当たり純資産額 385円49銭

1株当たり当期純損失 21円50銭

1株当たり純資産額 388円31銭

1株当たり当期純利益 10円46銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株予約権の発行等がなく潜在株式がないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株予約権の発行等がなく潜在株式がないため記載してお

りません。

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年11月１日
至　平成21年10月31日）

当事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △280,286 132,458

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△280,286 132,458

期中平均株式数（株） 13,036,899 12,667,410

（重要な後発事象）

前事業年度（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）及び当事業年度（自平成21年11月１日　至平成22年10

月31日）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

朝日放送㈱ 160,000 65,120

日本管財㈱ 23,500 29,798

その他（７銘柄） 110,250 20,462

計 293,750 115,380

【債券】

有価証券

　

その他有

価証券

 

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

円建永久劣後債（㈱三菱東京UFJ銀行） 100,000 100,040

Nikko Citigroup Limitedユーロ円建劣

後債
100,000 100,620

アコム㈱無担保社債 100,000 99,840

小計 300,000 300,500

投資有価証券

 

その他有

価証券

 

円建期限付劣後債（㈱三井住友銀行） 100,000 103,470

日本軽金属㈱ユーロ円建転換社債型新

株予約権付社債
300,000 290,400

プロミス㈱無担保社債 100,000 82,400

シティグループ・インク円建外債 200,000 196,440

STB Finance Cayman Limitedユーロ円

建期限付劣後債
100,000 105,740

ルノー円貨社債 100,000 100,750

大日本スクリーン製造㈱円建無担保社

債
100,000 101,300

NOMURA EUROPE FINANCE N.V 50,000 50,075

MASCOT INVESTMENTS LIMITEDリパッ

ケージ・固定利付き・ユーロ円債
100,000 100,100

小計 1,150,000 1,130,675

 計 1,450,000 1,431,175

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

有価証券報告書

53/62



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産                             

建物 676,157 4,190 22,086 658,260219,129 21,824 439,130

構築物 6,159 － － 6,159 4,414 288 1,744

機械及び装置 3,428 － － 3,428 2,457 160 971

工具、器具及び備品 87,396 350 5,475 82,270 65,338 6,632 16,932

土地 526,457 － － 526,457 － － 526,457

有形固定資産計 1,299,5994,540 27,5621,276,577291,340 28,907 985,236

無形固定資産                             

ソフトウェア 298,213 28,420 41,082 285,551137,293 61,011 148,258

電話加入権 6,505 － － 6,505 － － 6,505

無形固定資産計 304,719 28,420 41,082 292,057137,293 61,011 154,763

長期前払費用 190 1,000 190 1,000 166 356 833

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）当期増加額の主なものは、下記のとおりであります。

ソフトウェアの増加　　Ｒｅ就活システム　　11,900千円（リニューアルによる取得）

学情ナビシステム　　11,530千円（リニューアルによる取得）

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 8,911 2,958 1,192 － 10,677
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 582

預金     

当座預金 39,449

普通預金 211,018

定期預金 1,596,054

別段預金 678

小計 1,847,200

合計 1,847,782

ロ．受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

糸川産業㈱ 2,000

ハート㈱ 218

合計 2,218

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年１月 2,218

合計 2,218
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ハ．売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

全国中小企業団体中央会　 295,236

日本商工会議所 63,340

平和商事㈱ 21,062

㈱トーガシ 6,316

キューピー㈱ 6,384

その他 275,239

合計 667,578

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

─────
(B)

─────
365

338,849 2,425,4322,096,703 667,578 75.85 75.73

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

トーガシ㈱ 23,749

キャリアバンク㈱ 10,395

㈱人材情報センター 9,555

日本システム技術㈱ 8,030

㈱セラヴィ 7,507

その他 118,652

合計 177,890
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年11月１日

至平成22年１月31日

第２四半期

自平成22年２月１日

至平成22年４月30日

第３四半期

自平成22年５月１日

至平成22年７月31日

第４四半期

自平成22年８月１日

至平成22年10月31日

売上高（千円） 401,402 479,494 707,351 721,687

税引前四半期純利

益金額又は税引前

四半期純損失金額

（△）（千円）

△23,502 51,688 106,818 66,496

四半期純利益金額

又は四半期純損失

金額（△）

（千円）

△17,134 27,612 62,762 59,219

１株当たり四半期

純利益金額又は１

株当たり四半期純

損失金額（△）

（円）

△1.35 2.18 4.96 4.69
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 11月１日から10月31日まで

定時株主総会 １月中

基準日 10月31日

剰余金の配当の基準日 ４月30日 10月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 （特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 （特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告

（アドレス　http://company.gakujo.ne.jp）

ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日

本経済新聞に掲載する方法とする。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）

事業年度（第32期）　　　　　　　　　　　　　　　　    　  平成22年１月25日近畿財務局長に提出

（2）訂正有価証券報告書（自平成20年11月１日　至平成21年10月31日）

事業年度（第32期）　　　　　　　　　　　　　　　　    　  平成22年２月23日近畿財務局長に提出

（3）内部統制報告書及びその添付書類　　　　　　　　　　　　　　　平成22年１月25日近畿財務局長に提出

（4）四半期報告書及び確認書

第33期第１四半期（自平成21年11月１日　至平成22年１月31日）平成22年３月16日近畿財務局長に提出

第33期第２四半期（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）平成22年６月14日近畿財務局長に提出

第33期第３四半期（自平成22年５月１日　至平成22年７月31日）平成22年９月14日近畿財務局長に提出

（5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成22年１月１日　至平成22年１月31日）　　　　平成22年２月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年２月１日　至平成22年２月28日）　　　　平成22年３月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年３月１日　至平成22年３月31日）　　　　平成22年４月７日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年４月１日　至平成22年４月30日）　　　　平成22年５月６日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年５月１日　至平成22年５月31日）　　　　平成22年６月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年６月１日　至平成22年６月30日）　　　　平成22年７月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年７月１日　至平成22年７月31日）　　　　平成22年８月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年８月１日　至平成22年８月31日）　　　　平成22年９月６日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年９月１日　至平成22年９月30日）　　　　平成22年10月12日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年10月１日　至平成22年10月31日）　　　　平成22年11月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年11月１日　至平成22年11月30日）　　　　平成22年12月１日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成22年12月１日　至平成22年12月31日）　　　　平成23年１月５日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   平成22年１月22日

株式会社学情    

 取締役会 御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 梶浦　和人　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　稔郎　印

     

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社学情の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社学

情の平成21年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社学情の平成21年10月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社学情が平成21年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   平成23年１月21日

株式会社学情    

 取締役会 御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 辻内　　章　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　稔郎　印

     

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社学情の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社学

情の平成22年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社学情の平成22年10月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社学情が平成22年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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